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Ⅰ．事業概要 
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１．本調査研究事業の背景と目的 

 

（１）本調査研究事業の背景 

 

地域包括ケアシステムの構築に向けたこれまでの取り組み 

「地域包括ケアシステム」は、地域包括ケア研究会での議論を中心にとりまとめられた、介護・医

療を中核に、利用者中心で統合的、効果的、効率的にサービスを提供する地域単位の体制である。 

世界に例を見ないスピードで高齢化が進む我が国では、医療や介護の需要が、さらに増加していく

ことが見込まれており、団塊の世代（1947～49 年生まれ）が全員後期高齢者（75 歳以上）となる

2025年度を目標年度として、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住

み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支

援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築に向けた取り組みが進められてきた。 

 

図表 1 地域包括ケアシステムの根拠 

 

 

2025年が直前に迫るとともに、団塊ジュニア世代（1971～74年生まれ）が全員高齢者（65歳以

上）となる2040年も徐々に近づいている中、まずは、2023年介護保険法改正や、2024年介護報酬

改定及び各地域における第 9期介護保険事業計画の策定に当たっては、2025 年や 2040年において

達成すべき「地域包括ケアシステム」の構築状況を評価し、その達成状況を明らかにする必要がある。 

地域ケアシステムの構築状況やその運用に関連する指標としては、次図表に示すようないくつか

の指標・データが策定、運用されている。 

 

○介護保険法 第５条第３項  （地域包括ケアの理念規定） 

  国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る①保健医療サービス及び②福祉サービスに関する施策、

③要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のための施策並びに④地域

における自立した日常生活の支援のための施策を、①医療及び⑤居住に関する施策との有機的な連携を図

りつつ包括的に推進するよう努めなければならない。 

○地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 第２条（定義） 

  この法律において、「地域包括ケアシステム」とは、地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣

れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、①医療、②介護、③介護予防

（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪

化の防止をいう。）、④住まい及び⑤自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制をいう。 
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図表 2 既存の評価指標の概要及び関連法令 
 

保険者機能評価指標 地域包括ケア「見える化」システム 地域包括支援センター評価指標 

概

要 

○ 平成29年地域包括ケア強化法において、

高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者

の取組や都道府県による保険者支援の取組が全

国で実施されるよう、PCCA サイクルによる取

組を制度化。 

○ この一環として、自治体への財政的インセ

ンティブとして、市町村や都道府県の様々な取組

の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設

定し、市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重

度化防止等に関する取組を推進するための保険

者機能強化推進交付金を創設。 

○ 令和２年度には、公的保険制度における介

護予防の位置付けを高めるため、保険者機能強化

推進交付金に加え、介護保険保険者努力支援交付

金（社会保障の充実分）を創設し、介護予防・健

康づくり等に資する取組を重点的に評価するこ

とにより配分基準のメリハリ付けを強化。 

〇 平成29年地域包括ケア強化法において、保

険者機能の強化に関する法的枠組みが整備され、こ

れに関連して、都道府県・市町村における介護保険

事業（支援）計画等の策定・実効を総合的に支援す

るための情報システムとして「見える化」システム

が整備された。  

〇 その目的は、以下のとおり。 

・ 地域間比較等による現状分析から、自治体の

課題抽出をより容易に実施可能とする 

・ 同様の課題を抱える自治体の取組事例等を

参照することで、各自治体が自らに適した施策を検

討しやすくする 

・ 都道府県・市町村内の関係者全員が一元化さ

れた情報を閲覧可能となることで、関係者間の課題

意識や互いの検討状況を共有することができ、自治

体間・関係部署間の連携が容易になる 

〇 平成 29年地域包括ケア強化法において、地

域包括支援センターの機能強化の観点から、地域包

括支援センターにおける事業の実施状況について、

地域包括支援センター設置者及び市町村による評

価を行うことを義務化（努力義務から義務化）する

とともに、それに基づいた適切な人員体制の確保な

ど、必要な措置を講じなければならないこととされ

た。 

〇 具体的には、国が全国統一の評価指標を定

め、①センターが「地域包括支援センター評価指標」

に基づき自己評価を行い、②市町村が「市町村評価

指標」に基づきセンターの評価を行うことを義務

化。 

○ 評価結果については、以下に活用。 

・ 業務チェックリストとしての活用：業務の実

施体制や実施状況について網羅的に評価。 

・ チャート化による取組の見える化：全国と比

較。 

・ 市町村と地域包括支援センターの評価結果

の比較による業務分析：評価結果に相違がある場合

はその解消に向けた方策を検討・実施。 

関

連法

令 

〇介護保険法 

第 122 条の３ 国は、前二条に定めるものの

ほか、市町村によるその被保険者の地域における

自立した日常生活の支援、要介護状態等となるこ

との予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化

の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に

関する取組を支援するため、政令で定めるところ

により、市町村に対し、予算の範囲内において、

交付金を交付する。 

２ 国は、都道府県による第百二十条の二第一

項の規定による支援及び同条第二項の規定によ

る事業に係る取組を支援するため、政令で定める

ところにより、都道府県に対し、予算の範囲内に

おいて、交付金を交付する。 

〇介護保険法 

第 118 条の２ 厚生労働大臣は、市町村介護保

険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画の

作成、実施及び評価並びに国民の健康の保持増進及

びその有する能力の維持向上に資するため、次に掲

げる事項に関する情報（以下「介護保険等関連情報」

という。）について調査及び分析を行い、その結果

を公表するものとする。 

一 介護給付等に要する費用の額に関する地域

別、年齢別又は要介護認定及び要支援認定別の状況

その他の厚生労働省令で定める事項 

二 被保険者の要介護認定及び要支援認定にお

ける調査に関する状況その他の厚生労働省令で定

める事項 

２・３ （略） 

〇介護保険法 

第115条の46 

４ 地域包括支援センターの設置者は、自らその

実施する事業の質の評価を行うことその他必要な

措置を講ずることにより、その実施する事業の質の

向上を図らなければならない。 

９ 市町村は、定期的に、地域包括支援センター

における事業の実施状況について、評価を行うとと

もに、必要があると認めるときは、次条第一項の方

針の変更その他の必要な措置を講じなければなら

ない。 

公

表方

法 

○ホームページにおいて、令和３年３月から、

市町村分、都道府県分の評価結果（総点数、大き

なカテゴリーの獲得点数）を公表済（平成30年

度～令和３年度分） 

○ 申請をすれば、パスワードが送付され、ＨＰ

で全国平均や各市の状況を見ることができる。 

○ ＨＰ等で個別自治体名や評価結果などは公

表せず。 

○ 各自治体における評価の結果を厚生労働省

において集計し、全国の状況をチャート化したもの

を自治体宛情報提供。各市町村、各センターで比較

可能（セルフ点検のみ）。 

 

 

一方で、先に述べたように、2040年を見据えた地域包括ケアシステムの推進・深化を見据え、各

地域が自らの地域にとって何が必要かを振り返り、その地域ごとの課題を把握して次の展開を組み

立てていくための指標は、単なるインプットの積み上げとならないよう、自治体のマネジメント視点

を向上させるための気づきを与えるものとして設計する必要がある。 
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地域のビジョン（目指す姿）に照らした検討の必要性 

これまで、高齢者・介護部局が中心となって、地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みが行

われてきた。しかし、これからの少子高齢化のさらなる進展や地域ごとの事情も踏まえると、各分

野・領域を超えて共有できるよう、全体最適化の観点から機能性を高める取り組みが不可欠である。 

もとより地域包括ケアシステムを構成する社会資源や体制等は、それらが相互に連携することで

大きな効果が期待されるものである。地域包括ケアシステム構築の節目となる2025年を迎えようと

する現在、「わがまちの地域包括ケアシステムとは」を改めて見直し、地域のビジョンや目標を再度

明確化する必要がある。 

 

図表 3 地域のビジョンに照らした点検の基本的な考え方 

 

 

令和3年度調査研究事業での検討結果 

前述の背景を踏まえ、地域のビジョンの実現に向け、地域包括ケアシステムの構築がどの程度進展

しているか、これからの地域の政策・施策で取り組むべき課題は何かを、自治体が点検するための視

点やその参考となる指標・データ等をとりまとめた「自己点検ツール」をとりまとめた。 

 

図表 4 令和3年度調査研究事業とりまとめ 

 

地域のビジョン

政策目標の具体化
(実現したい状態)

施策・事業

高齢者個人が尊厳を保持し、かつ個人の能力に応じた自立した
日常生活の維持・継続できる社会の実現
地域の総合計画・総合戦略等とも連動して検討し、表現する。

地域の理想像（ビジョンの実現）に近づくために、
政策目標の具体化と、その機能、効果について点検する。

政策目標の実現に向けて、個々の施策が連動しつつ、
十分に機能しているか（機能性が発揮されているか）を体系的に
点検。評価に当たっては、関連する参考指標も用いるものとする。

総合計画レベル

介護保険事業
計画レベル

施策・予算事業
レベル

起点：ここから考えて
いく。
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令和 3 年度にとりまとめた点検ツールの枠組みは、目標に対して手段が合っているか、手段が十

分な効果をあげているかを、フルセット主義に基づく施策のチェックリストではなく、機能性の観点

で点検するものである。 

つまり、この点検ツールは、各市町村が、地域包括ケアシステムの構築という「目標」の達成に向

けて、介護・福祉分野やそれ以外の資源を活用した施策という「手段」が十分な効果をあげているか

を、できる限り客観的な指標も参照しつつ点検することを目的としている。 

地域資源は有限であることから、この点検ツールは、評価指標の全ての項目が満たされているかを

見るためのものとして設計したものではない。同様に、介護保険分野の資源の整備状況の多寡の確認

を直接の目的としたものでもない。 

 

本ツールは、「地域のビジョン」（＝高齢者個人が尊厳を保持し、かつ個人の能力に応じた自立した

日常生活の維持・継続できる社会の実現）という「目標」の実現に向けて、その下位に位置付けられ

た施策や事業という「手段」による取組が十分に成果を挙げ、貢献しているかを振り返り、施策や事

業について取り組むべき課題を明らかにしたり、優先順位を検討する際の視点を提供したりするこ

とをねらいとしている。つまり、住まい・医療・介護・予防・生活支援といった個別の施策に位置付

けられた事業取組が十分に連携され、「機能性」（＝目標とすべき状態の実現に資するように機能して

いるか）の観点から、施策の展開をより効果的なものとするための考え方の点検に役立ててもらうこ

とをねらいとした。 

したがって、点検の結果、成果が出ていない、成果に貢献しない施策等は、優先的に見直すことが

必要。同じ成果を挙げることを目的とした手段の中で、より効率性の高い取組に重点化することも考

えられる。 
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「介護保険制度の見直しに関する意見」での言及 

地域包括ケアシステムの構築状況を自治体ごとに点検を実施することについて、社会保障審議会

介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和 4年 12月20日）においても、次図表に

示す通り言及された。 

 

図表 5 「介護保険制度の見直しに関する意見」での自治体における点検の言及 

 

（資料）社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和4年12月20日）より 

 

 

（２）本調査研究事業の目的 

前述した背景、および令和 3 年度調査研究事業の成果等を踏まえ、本調査研究事業は、第 9 期介

護保険事業計画の策定に際して、各自治体において「地域のビジョンを起点とした施策・事業の点検

を実施できる」ようにすることをねらいとし、令和 3 年度にとりまとめた点検ツールのブラッシュ

アップと公表・周知を目的として実施した。 

具体的には、関連する指標・データ類の整理を行うとともに、規模の異なる自治体における点検ツ

ールを用いた点検のモデル事業の実施とその結果を踏まえた点検ツールをブラッシュアップを実施

し、その結果を踏まえて自治体向けの普及用の説明資料や解説動画等の制作等を実施した。 
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2．事業内容 

 

 

（１）実施内容 

本調査研究事業では前述した目的に向けて以下の内容を実施した。各取り組み内容の概要は後述

の通りである。 

 

 

参考となる指標とデータの整理、見直し 

自治体における点検に際して活用可能な指標やデータとして既に公表されているものを最新のも

のに合わせて整理し、令和 3年度の調査研究事業で策定した枠組みに関連付けて一覧化した。 

 

モデル自治体での検証 

点検ツールを各自治体において活用しやすいものとするため、令和 3 年度にとりまとめた枠組み

を踏まえて規模の異なるいくつかの自治体での試行・検証を実施した。モデル自治体の選定にあたっ

ては広く自治体向けの説明会を開催し公募方式で選定したが、自治体規模や地域の分布を考慮し、さ

らに追加選定も実施した。結果的に、本年度調査研究事業では 11地域を対象とした試行検証を実施

した。 

自治体での試行検証は説明会を除いて 3 回の打合せを通じて、各自治体で点検ツールを試行的に

使ってもらいつつ、使いにくい点や改善すべき点等の聞き取りを行うとともに、各自治体での点検経

過に関するディスカッションを通じて各自治体におけるこれまでの地域包括ケアシステムの構築状

況の振り返りを先行的に実施する支援を行った。 

 

(4) 自治体職員向け普及（説明資料の制作・公開等）

(3) 自己点検ツール（手引き）のブラッシュアップ

(5) 関連する他の取り組みとの連携

ゴール： 自治体において自己点検を実施できるようにすること

(1) 参考となる指標とデータの整理、見直し

(2) モデル自治体での検証（11地域）
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自己点検ツール（手引き）のブラッシュアップ 

前項のモデル自治体での試行検証結果を踏まえ、令和 3 年度調査研究事業でとりまとめた点検ツ

ールをブラッシュアップするとともに、試行検証で得られた各地域の実証例や困難であるポイント

を踏まえて手引きのブラッシュアップを行った。 

 

自治体職員向け普及 

ブラッシュアップした結果を踏まえ、自治体職員向けの情報提供として本ツールの基本的な考え

方等を解説する資料（概要版の説明資料および解説動画）を制作した。また、こうした情報について

は全国課長会議の開催に合わせて、検討段階の案（プレ・リリース版）として年度末を待たずに各自

治体への情報提供を行った。 

 

関連する他の取り組みとの連携 

本調査研究事業と関連する他の事業（老健事業において実施される自治体における地域包括ケア

システムの推進・深化を支援する取り組み）との連携を図るため、本点検ツールについて情報提供を

行う等の連携を実施した。 

 

（２）実施スケジュール 

本調査研究事業の実施スケジュールは以下の通りである。 

 

図表 6 実施スケジュール 
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（３）検討体制 

本調査研究事業における検討をより効果的なものとするため、以下に示す通り学識経験者や自治

体職員で構成する検討委員会を設置し、検討を実施した。 

 

図表 7 検討委員会構成員 

氏名（敬称略） 所属・肩書 

川越 雅弘 埼玉県立大学保健医療福祉学研究科 教授 

筒井 孝子 兵庫県立大学社会科学研究科教授 

岩名 礼介 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 共生・社会政策部 部長 

増廣 典子 広島県 地域共生社会推進課 課長  

篠田 浩 大垣市 社会福祉課 課長 

石井 義恭 
臼杵市 高齢者支援課 地域共生担当 

      併任 市福祉事務所高齢者支援課 
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Ⅱ.実施結果 
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１．実施結果 

 

 

（１）参考となる指標とデータの整理 

令和 3年度にとりまとめた「手引き」に掲載した指標とデータを中心に、自治体が利用可能なデー

タとその出典を整理して一覧化した。 

本整理結果については、関連する他の事業でも活用が見込まれたため、厚生労働省老健局内でも共

有するとともに、後述するモデル検証自治体にも提供した。 

 

図表 8 参考となる指標とデータの一覧（抜粋） 

※詳細は巻末資料参照 

 

 

 

  

No. 分類 視点 指標（例） 定義 出所 備考

1 要介護２までの方の在宅療養率 75歳以上の方（自立及び要支援１～要介護２の認定者数）のうち、

在宅で暮らしている人（特別養護老人ホーム（特例）・介護老人保健

施設・介護療養型医療施設・認知症対応型共同生活介護・特定施設の

入所者、住所地特例対象者以外）の割合

・認定者数、各サービス利用者数：介護保険事業状況報告

・75歳以上の高齢者数：住民基本台帳に基づく人口、人口

動態及び世帯数

・地域包括ケア「見える化」システムで利用可能

2 要介護３以上の方の在宅（又は地域での暮らし）療養率 要介護３以上の方のうち、在宅で暮らしている人（特別養護老人ホーム・

介護老人保健施設・介護療養型医療施設・認知症対応型共同生活介

護・特定施設の入所者、住所地特例対象者以外）の割合

認定者数、各サービス利用者数：介護保険事業状況報告 ・地域包括ケア「見える化」システムで利用可能

・離島等においては地域での暮らしの継続という観点から、島内の特養等を

分子に入れてもよい

3 65歳未満を含めた地域での暮らしの継続意向 65歳未満を含めた住民のうち、将来も地域で暮らし続けたいと思う人の割

合

・別途独自調査が必要

4 看取りの場所別看取り件数 65歳以上の方の看取りの場所（自宅、老人ホーム、介護医療院・介護

老人保健施設、診療所、病院、その他）ごとの看取り件数

死亡場所：人口動態調査（主な死因別にみた性・死亡の

場所・年齢（特定階級）別死亡数及び百分率）

・看取り加算の算定件数を参考にして補正をかけてもよい

5 一定期間における、要介護認定者の平均要介護度の変化率

の状況

2020年1月→2021年1月における要介護認定者の平均要介護度の変

化率

保険者機能評価Ⅱ(7)①②

6 在宅の要介護者のうち入所する可能性が大きい者の割合 要介護認定者で在宅で暮らしている人（特別養護老人ホーム・介護老人

保健施設・介護療養型医療施設・認知症対応型共同生活介護・特定

施設の入所者、住所地特例対象者以外）のうち、「現在のサービス利用

では、生活の維持が難しくなっている人」の割合

・認定者数、各サービス利用者数：介護保険事業状況報告

・「現在のサービス利用では、生活の維持が難しくなっている人」

の人数：在宅生活改善調査（三菱UFJリサーチ&コンサルティ

ングが2018年度に作成した「介護保険事業計画における施

策反映のための手引き」で提示）

・調査票・自動集計分析ソフトは下記からダウンロード可能だが、保険者自

身での調査実施が必要

https://www.murc.jp/sp/1509/houkatsu/houkatsu_06.html

7 一定期間における、要介護認定者の平均要介護度の変化率

の状況

2020年1月→2021年1月における要介護認定者の平均要介護度の変

化率

保険者機能評価Ⅱ(7)①②

8 要介護リスクの高い高齢者の割合 65歳以上の方のうち、要支援１・２の認定者及び「基本チェックリスト」で

事業対象者と判断された人の割合

・認定者数：介護保険事業状況報告

・「基本チェックリスト」で事業対象者と判断された人　※「介護

予防・日常生活圏域ニーズ調査」結果を活用する

※データ登録していれば地域包括ケア「見える化」システムで利用可能？

9 地域での活動への参加状況 65歳以上の方のうち、地域での活動（ボランティアのグループ、スポーツ関係

のグループやクラブ、趣味関係のグループ、学習・教養サークル、介護予防の

ための通いの場、老人クラブ、町内会・自治会、収入のある仕事）に1つ以

上参加している人の割合

地域での活動への参加状況：介護予防・日常生活圏域ニー

ズ調査

・8つの活動の参加頻度を回答する形式のため、いずれか1つの会・グループ

に参加している人の割合を特別集計する必要がある。

※データ登録していれば地域包括ケア「見える化」システムで利用可能？

10 要介護高齢者一人当たり医療費用＋介護費用（＋地域支

援事業費）の伸び率

被保険者一人当たり医療費＋介護費（＋地域支援事業費）の伸び率 ・医療費：医療保険データベース（医療費の地域差分析）

・介護費：介護給付費等実態統計

・地域支援事業費：介護給付費等実態統計

11 健康寿命延伸の実現状況 要介護２以上の認定率、認定率の変化率の状況 保険者機能評価　Ⅱ(7)③

12 年齢階級別の要介護認定率の変化 65歳以上の方の年齢階級別の要介護認定率の変化（少なくとも2021

年度を含む2時点以上　※コーホートの比較ではなく各年度における統計

値の比較で良い）

介護給付費等実態調査 ※地域包括ケア「見える化」システムで利用可能か要確認

13 初回認定時の年齢 初回認定時の平均年齢（10月～翌年9月の1年間） 要介護認定調査

医療・介護をはじめと

するサービスの提供が

持続可能な状態であ

る

地域の持続性

政策レベル

（大目標）

住民が希望する、住み

慣れた地域・居宅での

生活が継続できている

高齢者や家族が必要

な医療・介護を利用し

ながら望む場所で生活

を継続している

要介護状態等となるこ

との予防等を図りつつ、

住民や多様な主体が

関わって地域の資源が

整備・維持・活用され

ている

政策レベル

（中目標）
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（２）モデル自治体での検証 

第 9 期介護保険事業(支援)計画の策定に向けて各自治体で活用しうる点検ツールを完成させるた

め、ツール類(手引きやワークシート等)の案の妥当性を検証し、改善すべき点を明らかにすることを

目的とした。具体的には次図表に示すような手順およびスケジュールで実施した。 

 

図表 9 モデル自治体での検証 実施手順 

 

 

図表 10 モデル自治体での検証 実施スケジュール 

 

 

モデル自治体を募集するため、および令和 3 年度にとりまとめた点検ツールの基本的な考え方を

紹介するためのオンライン説明会は、以下に示すとおり実施した。 

説明会の開催通知はワンパブリックを活用して説明会開催を告知し、リアルタイムでは 127 名が

参加した。また同日に視聴できなかった自治体向けに、後日アーカイブ配信も実施した。 
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図表 11 自治体向け説明会 概要 

 

 

こうした募集の結果、本年度の調査研究事業でモデル自治体となったのは以下の11自治体である。 
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モデル自治体における試行検証での検証項目 

モデル自治体における試行検証では、計 3 回の自治体との打合せを実施したが、そのうち２～３

回目では各地域での試行検証の状況を聞き取るとともに、本ツールのブラッシュアップに向けた改

善点や要望を把握するため、次図表に示す項目でヒアリングを実施した。 

なお、各自治体における地域包括ケアシステムの構築状況やその点検に際しての課題は、その地域

のそれまでの取り組みの経緯や、各地域の地域資源等の特性、さらに各自治体組織の特徴や課題等も

大きく影響すると考えられたことから、各地域における地域の特性や自治体組織の組織的な課題に

ついても併せて聞き取りを実施した。 

 

図表 12 モデル自治体へのヒアリング項目 

１．地域包括ケアシステムの構築に関する現在の実施体制  ※事前に公表資料確認のうえ聞き取り 

① 介護保険事業計画以外の関連する諸計画（特に、自治体独自に策定しているものがあれば確認） 

② 地域包括ケアシステムの構築に現在関わっている組織 

• 組織構造と主な役割分掌 

• 担当の有無および担当者の所属（特に、介護保険事業計画担当、保険者機能評価担

当、複数の課をまたがる調整の担当、地域包括ケア推進会議（地域課題を議論する

もの）担当、について聞く） 

２．ワークシートを活用した点検の効果と課題  ※事前に提出いただくワークシートも確認して聞き取り 

① まず実施することとして選んだ「施策レベルの視点」と、その理由 

② ワークシートを活用した点検をやってみての効果と課題 

• 点検を進めてみて感じたこと、ワークシート等の改善要望など 

• 関連するデータの探索・利用に関する課題、改善要望など 

３．機能性の向上に向けた今後の組織的な課題（仕組みと機能） 

① 今回の点検のような「施策・事業をまたがる機能性の視点での点検」を実施に関連しうる仕組みと

機能の有無 

• 庁内複数課をまたがる庁内の会議体の有無（庁内連携会議など） 

• 外部を含む会議体の有無、そこでの検討内容 

② 実質的な意思決定過程 

• 今回の点検のような振り返りを確定させるとしたら、誰が意思決定者となるか 

• 仮に、今回の点検を踏まえて施策・事業の見直しを進めるとしたら、誰が新しい施

策・事業の意思決定者となるか 

• 上記の意思決定を進めるために、どのような事前準備が想定されるか（例えば、庁

内会議で諮る、関係課の課長に事前説明するなど） 

• 上記の意思決定を進めるうえで、庁外のステークホルダーがどの程度関与すると

想定されるか 
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（３）点検ツール（手引き）のブラッシュアップ 

前項のモデル自治体における試行検証結果を踏まえ、令和３年度に策定した点検ツールのブラッ

シュアップを実施した。主な改定ポイントは以下の通りである。また、改定した点検ツールおよび手

引きは巻末資料に示す通りである。 

 

図表 13 点検ツールおよび手引きの修正事項のまとめ 

 

 

 

  

住民が希

望する、
住み慣れ
た地域・
居宅での

生活を継
続できて
いる

〈理想の姿〉

高齢者個

人が尊厳
を保持し、
かつ個人
の能力に

応じた
自立した
日常生活

の維持・継
続できる社
会の実現

地域の
ビジョン

(理想の姿)

（大項目） （中項目）

要介護状態等となることの予防等
を図りつつ、住民や多様な主体が
関わって地域の資源が整備・維
持・活用されている

個々の施策が連動しつつ、十分に機能しているかを点検
※それぞれの項目で関連した参考指標を用いて、振り返る

高齢者や家族が必要な医療・介
護を利用しながら望む場所で生
活を継続している

自治体を中心に、地域包括支援センターや地域の関係機関が連携し、分野横断的
なマネジメントが実施できている

医療・介護をはじめとするサービス
の提供が持続可能な状態である

高齢者や家族が、望む暮らしに合った介護サービスや生活支援を利用でき、生
活を継続している

本人の希望に応じた日常療養から看取りまでの体制を整え、提供できている

高齢者がリハビリテーション等を活用しながら出来る限り心身機能や生活行為の
回復と維持を図っている

高齢者が、急変時を含め、入退院があっても切れ目のないケアを利用でき、生活
を継続している

高齢期の住まいや移動を支える資源の整備・活用に向けた取り組みが実施され
ている

多くの住民が自分の強みや興味・関心に沿った社会参加の機会を得て、結果的
に健康増進や介護予防につながっている

高齢者を含む地域住民が、認知症の視点も踏まえた地域共生社会の実現を進
め、認知症の人の発信や意思決定・権利擁護が尊重されていると感じている

認知症になっても、その状況に応じた適時・適切な医療・ケア・介護サービスを利
用でき、生活を継続できている

地域のビジョン及び各施策が目指す姿の実現のために多職種が連携し
て取り組んでいる

庁内外の関係部局・機関で地域のビジョン及び各施策が目指す姿や
課題を具体的に共有して事業等を推進している

庁内外の関係者が課題や成果を客観的に共有できるよう情報を収
集・活用できている

施策レベルの視点政策レベルの視点

地域の持続性の観点からの点検
（地域のビジョンの持続性を高める観点での参考となる指標）

ビジョンの実現に向けた政策目標の具体化と、
その機能、効果についての点検
※他分野の政策との連動の視点を含む

目指す地域づくりに向け、

全庁的に取り組めているか？

目指す姿の実現に向けて政策が

展開されているか？

庁内外の連携は十分に機能しているか？規範的統合

組織の機能を
高める各領域
共通の視点

各
施
策
・
事
業
は
政
策
目
標
の
実
現
を
意
識
し
て
い
る
か
？

政
策
目
標
が
目
指
す
姿
を
具
体
的
に
共
有
で
き
て
い
る
か
？
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見直し後の各視点とその概要は以下の通り。 

 

 視点略称 視点 概要 

1 

社会参

加・介護

予防 

多くの住民が自分の強み

や興味・関心に沿った社

会参加の機会を得て、結

果的に健康増進や介護予

防につながっている 

地域に暮らす高齢者が望む生活の実現とともに、地域

の新たな課題を捉えその解決に多くの力を結集してい

くためには、高齢者を含む地域住民の強みや興味・関

心を活かした社会参加の充実が大切です。 

また社会参加の機会を増やしたり維持したりすること

は、結果的に健康増進や介護予防にもつながることが

期待できます。 

高齢者の強みや興味・関心に着目して、多様な社会参

加の機会が提供され、結果的に健康増進や介護予防に

つながるよう、自地域での目指す姿を具体的に共有

し、現在の課題とそれに各事業等がどう対応している

かを点検します。 

2 

多職種連

携・リハ

ビリテー

ション 

高齢者がリハビリテーシ

ョン等を活用しながら出

来る限り心身機能や生活

行為の回復と維持を図っ

ている 

多職種が連携した効果的な介護予防やリハビリテーシ

ョンを活用することで、高齢期のフレイルの進行を抑

えたり、入退院があっても継続して状態を維持したり

悪化を予防したりすることが期待できます。 

地域ならではの暮らし方や資源の状況を踏まえた介護

予防やリハビリテーションを利用しやすくなっている

かについて、自地域で目指す姿を具体的に共有し、現

在の課題とそれに各事業等がどう対応しているかを点

検します。 

3 
共生社会

づくり 

高齢者を含む地域住民

が、認知症の視点も踏ま

えた地域共生社会の実現

を進め、認知症の人の発

信や意思決定・権利擁護

が尊重されていると感じ

ている 

認知症の人を含め、様々な生きづらさを抱えていて

も、一人ひとりが尊重され、その本人に合った形で同

じ社会の一員として地域をともに創っていけるように

するためには、地域住民の認知症に対する理解を深め

るとともに、認知症の人本人からの発信機会を増やす

ような普及啓発の取り組みが期待されます。 

また、認知症の人の尊厳を保持し、意思決定・権利擁

護を支えることができるよう、意思決定ガイドライン

の普及や成年後見制度の利用促進等の取り組みも期待

されます。 

自地域における認知症の観点も踏まえた地域共生社会

の実現、普及啓発や意思決定・権利擁護支援に関する
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地域の実態を踏まえ、これからの高齢者や世帯の変化

を見通したうえでの取り組みの課題を確認し、それに

各事業等がどう対応しているかを点検します。 

4 
認知症ケ

ア 

認知症になっても、その

状況に応じた適時・適切

な医療・ケア・介護サー

ビスを利用でき、生活を

継続できている 

認知症になっても地域での暮らしを続けられるように

するには、初期段階から容態と状況の変化を見ながら

医療・介護が伴走し、周りの人も関わりながら、容態

の変化に応じた全ての期間に連続して支援できる体制

づくりが重要です。 

早期発見・早期対応をはじめ認知症に対応できる医

療・介護などの体制の構築と周知、介護サービスにお

ける認知症対応能力向上、介護者の負担軽減、さらに

そうした地域資源も生かした地域の体制構築への本人

や家族、住民の理解促進といった観点から、自地域が

目指す姿を具体的に共有し、現在の課題とそれに各事

業等がどう対応しているかを点検します。 

5 
入退院時

連携 

高齢者が、急変時を含

め、入退院があっても切

れ目のないケアを利用で

き、生活を継続している 

高齢期は日常生活で医療・介護を必要としたり、ある

いは状態が急変して入退院が必要になったりします。 

日常の療養をはじめ、急変時の対応と入退院時にも、

情報共有や計画作成が円滑に行われているかについ

て、自地域で目指す姿を具体的に共有し、現在の課題

とそれに各事業等がどう対応しているかを点検しま

す。 

6 

日常療

養・看取

り 

本人の希望に応じた日常

療養から看取りまでの体

制を整え、提供できてい

る 

人生の最終段階において望む場所で看取りが行えるよ

うに、日常の療養支援の段階から連続的に医療と介護

が密に連携して支援する必要があります。 

医療と介護関係者で本人の意思を共有し、状況が刻々

と変わる中でも円滑な連携が行われているかについ

て、自地域で目指す姿を具体的に共有し、現在の課題

とそれに各事業等がどう対応しているかを点検しま

す。 

7 
住まい・

移動 

高齢期の住まいや移動を

支える資源の整備・活用

に向けた取り組みが実施

されている 

高齢者の地域での継続的な暮らしを実現するには、住

まいや移動を支えるサービスの整備と活用も重要で

す。そのためには、高齢者介護部局だけでなく、関連

する部局等との連携を深め、全庁的な地域づくりへの

取り組みが期待されます。 

自地域の高齢者の暮らしの継続を実現するうえでの住

まいや移動に関する課題を把握するとともに、その解
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決に向けた取り組みがどう対応しているか、関連する

部局との連携が機能しているかを点検します。 

8 
サービス

整備 

高齢者や家族が、望む暮

らしに合った介護サービ

スや生活支援を利用で

き、生活を継続している 

高齢者や家族が望む暮らしの継続を実現するには、個

別のニーズに応じた介護サービスや生活支援等をうま

く組み合わせ、利用できるようにする必要がありま

す。 

介護サービスをはじめ多様な生活支援等を利用できる

ようになっているかについて、自地域で目指す姿を具

体的に共有し、現在の課題とそれに各事業等がどう対

応しているかを点検します。 

 

なお、令和3年度のとりまとめで「規範的統合」の視点として示した以下については、試行検証結

果を踏まえ、個別シートは設けず各シートに共通の視点として盛り込んだ。各視点の概要は以下の

通り。 

 視点略称 視点 概要 

9 多職種連携 

地域のビジョン及び各施策が

目指す姿の実現のために多職

種が連携して取り組んでいる 

地域のビジョンや各施策が目指す姿の実現に向

け、限られた地域資源を最大限活用し、事業等

の連携の機能性を高めるには、医療・介護サー

ビス等に関わる多職種が連携して事業等を推進

しやすくする取り組みが期待されます。 

医療・介護サービス等に関わる多職種の間で、

各施策が目指す姿や課題を具体的に共有し、相

互の連携をより良くするための取り組みが機能

しているかを点検します。 

10 庁内外連携 

庁内外の関係部局・機関で地

域のビジョン及び各施策が目

指す姿や課題を具体的に共有

して事業等を推進している 

目指す姿の実現に向けた取り組みには医療介護

福祉の関連部局だけでなく、より幅広く庁内外

のさまざまな関係部局・機関と連携した取り組

みが必要です。 

地域のビジョンや各施策が目指す姿を共有し、

地域の強みを生かしつつ、関係する事業が連携

して取り組みを推進したり見直したりする取り

組みが機能しているかを点検します。 

11 

さまざまな

情報の収

集・活用 

庁内外の関係者が課題や成果

を客観的に共有できるよう情

報を収集・活用できている 

多職種連携や庁内外の関係部局・機関の連携を

推進するには、取り組みの結果や課題を客観的

に捉えるため、さまざまな情報（定量データだ
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けでなく、事業等に関わるさまざまな関係者の

意見を含む）の収集と活用が重要です。 

地域のビジョンや各施策が目指す姿の実現に向

け、取り組みの成果を確認したり、解決すべき

課題を確認したりするために、どのような情報

が必要と考えるか、またその情報の把握にどの

ような課題があるかを点検します。 

 

 

（４）自治体職員向け普及 

自治体向けの早期の情報提供として、令和 5年 3月 17日の全国課長会議動画公開に合わせて、日

本総研ホームページにて「プレ・リリース版」の点検ツール本体、概要説明資料をリリース。また、

プレ・リリース版の概要説明資料を用いた解説動画（YouTube）も併せて公開した。本サイトの公開

については、同日付の事務連絡により、全国の市町村、都道府県にも伝達された。 

自治体職員向けの概要説明資料は巻末資料に示す通りである。 

 

図表 14 自治体職員向け「プレ・リリース版」の情報提供 
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２．今後の課題 

 

 

本年度に実施した検討結果およびモデル自治体での試行検証（モデル事業）結果も踏まえると、今

後、第 9期介護保険事業計画の策定において各自治体が本ツールを活用することが期待される。 

一方、2025年及びその先（2040年）を見据えて、自治体が自ら施策・事業を効果的に展開するマ

ネジメントを高めていくうえで本点検ツールがより活用されるようにするためには、今後の検討課

題として以下のようなものが考えられる。 

 

 

①第9期介護保険事業計画での活用に向けた自治体及び都道府県での取り組みの支援 

本ツールの普及に向けた取り組みに加え、本ツールの活用に係る工夫や疑義などについて、引き続

き情報提供を行う必要がある。とくに、都道府県による自治体支援について、継続してフォローアッ

プを行うことが重要である。 

 

②本ツールの活用状況あるいは活用例の把握 

本ツールが自治体においてどの程度活用されたか、またその活用状況や活用を通じて得られた効

果等について、実態調査や好事例の収集を継続して実施する。とくに、都道府県による自治体支援に

ついて、好事例等を把握し、情報発信する必要がある。 

 

③モデル事業実施地域における本ツールを活用結果の継続的な把握 

モデル事業の参加地域における本ツールを活用した結果の「その後」の変化を継続的に把握し、マ

ネジメント体制における変化について継続して把握する。 
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